
（平成２３年９月７日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 5 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 8 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 6 件

年金記録確認奈良地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

  

奈良国民年金 事案 1181 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は申立期間のうち昭和 57 年３月の国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42年９月から 44年３月まで 

             ② 昭和 57年３月 

20 歳になった当時は家業の手伝いをしていたので、両親が国民年金の加

入手続を行い、保険料納付も行ってくれた。両親は納付済みとなっている

のに、私は未納とされているのは納得できない。 

また、昭和 57 年３月頃は、自分で納付していた。１か月のみ納付しない

理由は無く、保険料を納めたはずなので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 44 年５月 19 日に払い出されて

いることが国民年金手帳記号番号払出簿から確認でき、それ以降申立期間

を除き申立人に未納は無く、住所や種別変更手続等も適正に行われている

ことから、申立人の国民年金に対する納付意識の高さがうかがえる。 

また、申立期間②について、昭和 57 年 10 月に催告が行われたことが国

民年金被保険者台帳で確認でき､現年度納付は行われなかったと推認でき

るところ、申立人は「仮に納付を忘れたことがあったとしても、催告状が

届いていれば納付していた。」と述べており、前述のように納付意識の高

い申立人が催告を受けておきながら国民年金保険料を未納のまま放置する

とは考え難く、催告を受けた後に保険料を納付した可能性も否定できない。 

さらに、申立期間②は１か月と短期間であり、申立期間②の前後は納付

済みとされている上、申立人及びその夫に住所移転や転職など生活上の大

きな変化は無く、申立期間②の保険料のみ納付しない特段の事情は見当た

らない。 

 



 

  

２ 申立期間①について申立人は「両親が加入手続を行い、両親の分と一緒

に保険料納付を行ってくれた。」と述べているところ、申立期間①は手帳

記号番号払出前の期間であり、国民年金保険料を現年度納付することはで

きない上、申立人の母親は申立期間のうち昭和 43 年４月から 44 年３月ま

での期間を 45 年５月と同年 11 月に過年度納付していることが国民年金被

保険者台帳で確認できるものの、Ａ町及びＢ市の国民年金被保険者名簿並

びに国民年金被保険者台帳には、申立人の申立期間の国民年金保険料の納

付は確認できず、一緒に納付していたとする申立人の同期間の保険料が、

二度以上にわたり行政側において記録されないまま放置されたとは考え難

い。 

また、申立人は両親が保険料納付を行ったと述べており、関与しておら

ず、加入手続及び保険料納付を行ったとされる両親は既に死亡しており国

民年金に関する詳細が確認できない上、申立人が申立期間①の国民年金保

険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほ

かに申立期間①の国民年金保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち

昭和 57年３月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

奈良国民年金 事案 1182 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 56 年 10 月から 57 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56年 10月から 57年３月まで 

私は、国民年金保険料をＡ出張所で３か月ごとに納付していた。当時、

夫の現金支給された給与を毎月必要経費別に封筒に小分けしており、未納

ならば封筒に現金が残っているはずである。申立期間が未納とされている

ことに納得がいかないので、調査してもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金被保険者台帳を見ると、申立期間について、昭和 57 年に

催告が行われたことが確認できるが、申立期間前後の 52年 10月から 53年３

月までの期間、同年 11月から 54年３月までの期間、同年７月から 55年３月

までの期間、57 年 12 月から 58 年３月までの期間及び昭和 58 年度について、

申立期間と同じく催告が行われ、その後過年度納付していることが確認でき

ることから、これらの納付状況を勘案すると、申立期間についても催告後納

付したものと考えても不自然ではない。 

また、申立人は、過年度保険料になると思われる申立期間の保険料をＡ出

張所で納付したと述べているが、申立期間当時、Ａ出張所では、来所した被

保険者の年金記録を社会保険事務所（当時）に電話で照会の上、過年度納付

書を即日発行し窓口で保険料を収納していたとしており、申立人の主張とＡ

出張所での過年度納付に関する取扱いは一致する。 

さらに、過年度納付を行いながらも、申立期間を除き国民年金被保険者期

間の保険料を全て納付していることから、納付意識の高さがうかがえる申立

人が、申立期間のみ納付しないことは不自然である。 

加えて、申立期間は６か月と短期間であり、その前後の期間は納付済みと

なっている上、申立期間前後を通じて申立人の経済状況等に大きな変化は無

く、申立期間の保険料を納付できなかった事情等は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

奈良厚生年金 事案 1315 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険

被保険者資格取得日に係る記録を昭和 28 年３月１日に訂正し、当該期間の標

準報酬月額を 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

申立期間②について、事業主が社会保険出張所（当時）に届け出た標準報

酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、

当該期間の標準報酬月額を１万 8,000円に訂正することが必要である。 

申立期間③について、申立人は、その主張する標準報酬月額（１万 8,000

円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、当該期間の標準報酬月額に係る記録を１万 8,000 円に

訂正することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間③の上記訂正後の標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除

く。）を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認めら

れる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 28年３月１日から同年４月１日まで 

② 昭和 31年８月１日から同年 10月１日まで 

③ 昭和 32年 12月１日から 33年 10月１日まで 

私の年金記録によると、昭和 28 年４月１日に初めて厚生年金保険の被

保険者となったとされているが、同年３月 10 日に支給された給与明細書

から厚生年金保険料が控除されているため、厚生年金保険の資格取得日は

同年３月１日になるのではないかと思う。 

また、「厚生年金加入記録のお知らせ」が送付されてきたため、Ａ社に

おける被保険者期間について、同期入社の同僚と標準報酬月額を照らし合

わせたところ、私の昭和 32 年 12 月から 33 年９月までの標準報酬月額が

前後の期間と比べ下がっている。同期入社の同僚とは同じように昇給して



 

  

いったので当該期間の標準報酬月額は当該同僚と同じ１万 8,000 円のはず

である。 

さらに、昭和 31 年８月及び同年９月の標準報酬月額の記録についても

調査をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人から提出された給与明細書及び同僚の証言

から、申立人がＡ社に昭和 28 年３月１日から継続して勤務し、申立期間

①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

また、申立期間①に係る標準報酬月額については、申立人の給与明細書

の保険料控除額から、8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明としているが、厚生年金保険の記録における資格取得日が雇

用保険の記録における資格取得日と同日となっており、社会保険出張所及

び公共職業安定所の双方が誤って同じ資格取得日と記録したとは考え難い

ことから、事業主が昭和 28 年４月１日を資格取得日として届け、その結

果、社会保険出張所は、申立人に係る同年３月の保険料について納入の告

知を行っておらず、事業主は、申立期間①に係る保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

２ 申立期間②について、申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿及び厚生年金保険被保険者台帳によると、申立人の標準報酬月額は、

昭和 30 年 10 月の定時決定時に 10 等級（１万 4,000 円）であったものが、

従前と２等級差が生じたことにより 31 年８月の随時改定において、12 等

級（１万 8,000 円）に改定されていることが確認できるところ、オンライ

ン記録では、申立人の標準報酬月額は、同年 10 月の定時決定において１

万 8,000円に改定されていることが確認できる。 

また、申立人と同日の昭和 28 年４月１日にＡ社において厚生年金保険

被保険者資格を取得している同期入社の同僚９人についても、同社に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び厚生年金保険被保険者台帳では、

31 年８月の随時改定により標準報酬月額が改定されているにもかかわらず、

オンライン記録では同年 10 月の定時決定で標準報酬月額が改定された記

録となっていることを踏まえると、社会保険庁（当時）が同社に係る被保

険者記録をオンライン記録に入力する際に改定月を誤って入力したものと

考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立人に係る申立期間②の標準報酬月額

は、１万 8,000 円であるにもかかわらず、事務処理を誤って標準報酬月額

を決定したことが認められることから、申立人の申立期間②に係る標準報

酬月額については、１万 8,000円とすることが妥当である。 



 

  

 

３ 申立期間③について、オンライン記録によると、申立人の標準報酬月額

は、申立期間直前の昭和 32 年 11 月は最高等級の１万 8,000 円であったと

ころ、同年 12 月に１万 4,000 円に引き下げられ、申立期間直後の 33 年 10

月に１万 8,000円に引き上げられていることが確認できる。 

しかしながら、申立人と同期入社の同僚は、「同期入社であれば、悪い

ことをして減俸になったり、病気等で長期欠勤しなければ、入社後 10 年

間は給与で差がつくことはなかった。在職中に申立人が長期欠勤していた

記憶は無く、入社５年目であり、一人だけ大幅に給与が下がるとは考えら

れない。申立人と在職期間の標準報酬月額を比較したが、入社以降、同程

度で推移しており私の標準報酬月額は一度も下がっていない。申立期間に

ついて、私の標準報酬月額は１万 8,000 円となっており、申立人も同程度

のはずである。」と述べており、オンライン記録によると、当該同僚を含

む同期入社の同僚の昭和 32 年 12 月時点の標準報酬月額はおおむね１万

8,000 円となっており、１万 4,000 円となっているのは申立人以外に確認

できない。 

また、上記同僚は、「転勤に伴い、給与が減額になるということは無か

った。」と述べており、オンライン記録によると、当該同僚の転勤時の標

準報酬月額は全ての期間において転勤前後で同額又は増額となっている上、

申立人の申立期間を除く転勤時の標準報酬月額も転勤前後で同額となって

いることが確認できる。 

さらに、申立期間③と近接した時期にＡ社Ｂ支店から同社Ｃ支店に異動

している同僚は申立人以外に３人確認できるが、３人の転勤前後の標準報

酬月額はいずれも同額となっていることが確認できる上、所在が判明した

一人は、「転勤時全般についてそうだが、Ａ社では転勤に伴い給与が減る

ことはなかった。同社Ｂ支店から同社Ｃ支店への異動の時も同様であっ

た。」と述べている。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間③において、その主

張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

また、申立期間③の標準報酬月額については、申立人の申立期間前後の

社会保険出張所の記録から、１万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に

基づく保険料を除く。）を納付する義務を履行したか否かについては、事

業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無

いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険出張所に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらないことから、行ったとは認められない。 



 

  

奈良厚生年金 事案 1316 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 19 年１月 27 日から 20 年８月２日までの

期間の船員保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる

ことから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における船員保険被保険者資格の

喪失日に係る記録を同年８月２日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を、19

年１月から 20 年３月までは 75 円、同年４月から同年７月までは 80 円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の船員保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名  ： 男 

    基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日  ： 昭和２年生 

    住    所  ：  

 

 ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 19年１月 27日から 22年２月 15日頃まで 

私は、昭和 18 年頃から 22 年２月頃まで、Ａ社に勤務し、同社が所有す

る船で運搬業務を行っていた。それにもかかわらず、船員保険の被保険者

期間がわずか２か月間だけとなっていることに納得できない。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和 19 年１月 27 日から 20 年８月２日までの期間につい

ては、Ｂ社が保管する人事記録から、申立人は当該期間において、Ａ社に勤

務していたことが認められる。 

また、Ｂ社は、「申立人に係る人事記録から在籍が確認できる期間につい

ては、当社の社員として当社が管理する船舶に乗船していたものと考えられ

る。同記録における本給欄の記載内容からも、当社が給与を支払い、船員保

険料を給与から控除し納付したと思われる。」と回答している。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として昭和 19年１月 27日から 20年８月２日まで

の期間に係る船員保険料を事業主により給与から控除されていたものと認め

られる。 

また、当該期間の標準報酬月額は、上記申立人に係る人事記録により、昭



 

  

和 19 年１月から 20 年３月までは 75 円、同年４月から同年７月までは 80 円

とすることが妥当である。 

一方、船員保険船舶台帳によると、Ａ社は昭和 23 年９月１日に船員保険の

適用事業所となっているが、Ｂ社が保管する当時の従業員（複数）に係る人

事記録から、Ａ社は遅くとも 18 年 11 月には船舶業務を開始していることが

確認できる上、同社が適用事業所となった日以後について、当該従業員は船

員保険の被保険者となっていることを踏まえると、申立人の在籍が確認でき

る 19年１月 27日から 20年８月２日までの期間においても、船員保険の適用

事業所としての要件を満たしていたものと判断される。 

なお、申立人に係る昭和 19 年１月 27 日から 20 年８月２日までの船員保険

料の事業主による納付義務の履行については、当該期間においてＡ社は船員

保険の適用事業所でありながら、社会保険事務所（当時）に適用の届出を行

っていなかったと認められることから、当該期間に係る船員保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

申立期間のうち、昭和 20 年８月２日から 22 年２月 15 日頃までについては、

人事記録から、申立人が当該期間において、Ａ社に勤務していた事実は確認

できない。 

また、申立人は、Ａ社における上司及び同僚を記憶していないため、これ

らの者から、申立人の当該期間における勤務実態及び船員保険料控除につい

て証言を得ることができない。 

このほか、申立人の当該期間における船員保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人が船員保険被保険者として当該期間

に係る船員保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはで

きない。 

 



 

  

奈良厚生年金 事案 1317 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 20年８月 31日から 22年５月２日までの期間につい

て、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、同年５月

２日であると認められることから、当該期間の資格喪失日に係る記録を訂正

することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 20 年８月から 21 年３月

までは 80 円、同年４月から同年８月までは 240 円、同年９月から 22 年４月

までは 300円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20年８月 31日から 23年 11月 20日まで 

    私は、昭和 15 年４月からＡ社に正社員として勤務していたが、19 年 10

月 25 日に召集され、終戦後は強制抑留となり、収容所生活を送った。23

年 11 月に復員し、その後家庭の事情から、やむを得ず同社を退職すること

になったが、「退職願い」は会社に直接提出している。申立期間について

厚生年金保険の被保険者であることを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時、申立人の同居親族であった弟は、「兄が抑留中に、Ａ社の

社員が何度か自宅に来たことを覚えている。母が同社の社員に手紙を見せ、

兄が無事でいることを伝えていた。」と証言していることから、申立人は申

立期間において同社との雇用関係が継続していたことが推認できる。 

また、Ｂ県健康福祉部が発行した履歴書（軍歴証明）により、申立人が昭

和 19 年 10 月 25 日に陸軍に召集され、22 年 11 月４日に復員したことが確

認できる。 

一方、オンライン記録、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿及び申立人の厚

生年金保険被保険者台帳によると、申立人の同社に係る厚生年金保険の被保

険者記録は、昭和 20 年８月 31 日に被保険者資格を喪失していることが確認

できる。 



 

  

しかしながら、上記のとおり、昭和 19 年 10 月 25 日から 22 年 11 月４日

までの期間は陸軍に召集されていた期間であるため、当該期間において被保

険者としての資格がなかったとは考え難い。 

また、当時の厚生年金保険法第 59 条の２では、昭和 19 年 10 月１日から

22 年５月２日までに被保険者が陸海軍に徴集又は召集された期間について

は、その厚生年金保険料を被保険者及び事業主共に全額を免除し、被保険者

期間として算入する旨規定されている。 

したがって、申立人が陸軍に召集されていた期間については、仮に被保険

者としての届出が行われておらず、厚生年金保険法第 75 条の規定による、

時効によって消滅した保険料に係る期間であっても、年金額の計算の基礎と

なる被保険者期間とすべきであると考えられる。 

以上のことから、申立人の資格喪失日は、厚生年金保険料が被保険者及び

事業主共に免除となる期間が終了する昭和 22 年５月２日とすることが妥当

である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、申立人と同年代の同僚の厚生

年金保険被保険者台帳の標準報酬月額の記録から、昭和 20 年８月から 21 年

３月までは 80 円、同年４月から同年８月までは 240 円、同年９月から 22 年

４月までは 300円とすることが妥当である。 

一方、申立期間のうち、昭和 22 年５月２日から 23 年 11 月 20 日までの期

間については、当時の厚生年金保険法第 59 条の２の規定に基づく被保険者

が陸海軍に徴集又は召集された期間の保険料免除及び被保険者期間算入の適

用外の期間である。 

また、Ａ社は、「当時の資料は残っていない。」と回答している上、同社

の事業所別被保険者名簿に係る申立期間当時の同僚は高齢等のため当時の状

況等について証言を得ることができず、申立人の給与からの厚生年金保険料

の控除等について確認することができない。 

このほか、当該期間において、申立人の給与から厚生年金保険料を控除さ

れていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として当該

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認

めることはできない。 



 

  

奈良国民年金 事案 1183 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54 年３月から 55 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号  ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54年３月から 55年３月まで 

    年金事務所で年金記録を調べてもらい、申立期間の国民年金保険料が未

納とされていることが分かった。会社を退職後すぐに国民年金の加入手続

を行い、申立期間の保険料は妻の保険料と一緒に集金で納付した。調査の

上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「会社を退職後すぐに国民年金の加入手続を行った。」と述べ

ており、オンライン記録からは、申立人は昭和 54 年３月 10 日に厚生年金保

険被保険者資格を喪失していることが確認できるところ、申立人の国民年金

手帳記号番号は 55 年３月 21 日に払い出されていることが国民年金手帳記号

番号払出簿から確認でき、同年３月頃に国民年金への加入手続が行われたと

推認でき、当該時点では申立期間のうち 54 年３月の保険料は過年度納付、同

年４月から 55年３月までの期間の保険料は現年度納付が可能である。 

しかしながら、過年度納付については、申立人は、「申立期間の保険料は

集金で納付した。他の場所では納付したことがない。」と述べているが、Ａ

町役場は、「過年度納付については手書きの納付書を発行していた。収納は

基本的には郵便局を案内していた。集金人が過年度保険料は収納していなか

った。」としており、申立人の主張と合致しないこと、及び昭和 55 年２月か

ら 57 年４月までに納付された領収済通知書を閲覧調査するも申立人のものと

思われる領収済通知書は確認できないことから、申立期間の保険料を過年度

納付した事情はうかがえない。 

また、現年度納付については、申立人の妻の申立期間に係る保険料が申立

人の手帳記号番号払出日以前に２か月ごとに６回にわたって定期的に納付さ



 

  

れていることが国民年金被保険者名簿から確認できるところ、申立人の申立

期間に係る保険料が払出日以前に６回にわたって納付された記録が行政側で

欠落したとは考え難い上、申立人は、「まとめて納付したことがない。」と

述べており、払出日以後に集金で 12 か月分の保険料を納付した事情はうかが

えない。 

さらに、昭和 54 年１月から 55 年４月までのＡ町に係る国民年金手帳記号

番号払出簿を縦覧調査した結果、申立人に別の手帳記号番号が払い出された

形跡は見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



 

  

奈良国民年金 事案 1184 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①の国民年金保険料については、納付していたもの又は

免除されていたものと認めることはできない。 

また、申立人の申立期間②から⑥までの国民年金保険料については、免除

されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38年７月から 42年６月まで 

             ② 昭和 46年４月から 49年３月まで 

             ③ 昭和 56年４月から平成２年３月まで 

             ④ 平成３年４月から４年３月まで 

             ⑤ 平成７年４月から８年１月まで 

             ⑥ 平成９年４月から 11年３月まで 

    申立期間①については、Ａ町において時期は定かでないが、１年分の保

険料をまとめて３回納付し、１年間の免除申請を行った。 

    申立期間②から⑥までは、Ａ町とＢ市を行き来しており、妻と同じよう

に免除申請を行っていたはずであるが、私だけが未納とされている期間が

あり納得いかないので、記録の訂正をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①において１年分の保険料をまとめて３回納付したと

しているところ、国民年金手帳記号番号払出簿によると、国民年金の加入手

続を行った場合に払い出される国民年金手帳記号番号は、昭和 41 年７月１

日に申立人に対して払い出されており、この時点において申立期間①のうち

38 年７月から 39 年３月までの期間は、制度上、時効により保険料を納付す

ることができない。 

また、申立人の国民年金被保険者台帳（マイクロフィルム）によると、申

立期間①について、保険料の催告を行ったことを示す「未カード済」と記載

されており、さらに「時効消滅」と押印されていることが確認できる上、申

立人の保険料納付に係る記憶が曖昧であるため、当該期間に係る保険料納付

の状況等が不明である。 



 

  

さらに、申立人は、申立期間①において１年分は保険料の免除申請を行っ

たとしているが、上述のとおり、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 41

年７月１日に払い出されており、申立期間当時、保険料の免除は、申請のあ

った日の属する月の前月（同年６月）における直前の基準月（同年４月）か

ら開始されるため、制度上、申立期間のうち 38 年７月から 41 年３月までの

期間は免除申請が行えない上、Ａ町の国民年金被保険者名簿によると、オン

ライン記録と同様に申立期間①直後から免除記録が記載されていることが確

認できる。 

加えて、申立人が申立期間①の国民年金保険料の納付又は免除申請を行っ

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①

の国民年金保険料の納付又は免除申請を行ったことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

申立期間②から⑥までについて、申立人は妻の分と一緒に免除申請を行っ

ていたはずだとしているものの、申立期間以外の夫婦の記録を確認したとこ

ろ、申立人が免除記録となっている期間に妻が未納とされている期間が見ら

れる上、申立期間②及び③のそれぞれの一部の期間並びに申立期間④及び⑤

については妻も同様に未納とされており、申立人の主張と符合しない。 

また、申立人は申立期間②から⑥までにおいて住所地をＡ町とＢ市の間で

頻繁に変更しているが、申立人の国民年金被保険者台帳（マイクロフィル

ム）によると、職権による住所変更が３回なされており、オンライン記録に

おいても別の期間に３回住所が不明な被保険者として扱われていたことが確

認できることから、申立人が国民年金の住所変更に係る手続を適切に行って

いたとは言い難い。 

さらに、国民年金被保険者台帳（マイクロフィルム）によると、申立期間

②及び③の一部について、保険料納付の催告を行ったことを示す「催郵送」

と記載されていることが確認できる。 

加えて、申立人は、申立期間②から⑥までの免除申請手続に係る記憶が曖

昧である上、妻から当時の状況を聴取することができないため、当該期間の

免除申請手続の状況が不明である。 

このほか、申立期間②から⑥までの国民年金保険料が申請免除されていた

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の国

民年金保険料が申請免除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付又は免除されていたも

のと認めることはできない。また、申立人が申立期間②から⑥までの国民年

金保険料を免除されていたものと認めることはできない。 



                      

  

奈良厚生年金 事案 1318 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51年９月１日から 54年３月 31日まで 

具体的な入退社時期は定かではないが、母と一緒にＡ社で勤務した。母

だけが同事業所において厚生年金保険に加入し、私が加入していなかった

とは考え難い。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚の証言及び申立人が申立期間後に勤務したＢ市Ｃ局が保管するＢ市職

員採用試験受験申込書から、申立人が申立期間のうち一部の期間について、

Ａ社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社は、昭和 52 年 10 月 15 日に

厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、申立期間のうち同年 10 月

15 日から 54 年３月 31 日までの期間については、同事業所は厚生年金保険の

適用事業所ではなかったことが確認できる。 

また、申立人が名前を挙げた同僚二人のうち、一人については、Ａ社にお

ける厚生年金保険被保険者記録が確認できない上、当該同僚二人のうち、所

在が判明した一人に照会したものの、同事業所における厚生年金保険の取扱

い及び申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について具体的な証

言を得ることはできなかった。 

さらに、事業主及び申立人の母は既に死亡しており、複数の同僚に照会し

たものの、Ａ社における厚生年金保険の取扱い及び申立人の申立期間におけ

る厚生年金保険料の控除について具体的な証言を得ることはできなかった。 

加えて、申立期間において、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原



                      

  

票には、健康保険整理番号に欠番は無く、申立人の被保険者原票は確認でき

ない上、申立期間に係る申立人の雇用保険被保険者記録も確認できない。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料が事業主により給与から控除さ

れていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



                      

  

奈良厚生年金 事案 1319 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年頃から９年頃まで 

私は、時期ははっきりしないが、平成７年頃から９年頃までＡ社（現在

は、Ｂ社）に勤務していた。その期間は厚生年金保険にも加入していたは

ずである。調査をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の回答によると、申立人は平成６年 12 月１日から８年６月 30 日まで

パート従業員として同社に勤務していたことが確認できる。 

しかしながら、Ｂ社は、「申立人は、社会保険適用要件を満たす勤務形態

ではなかったものと思われる。」と回答しており、同社が保管する社会保険

関係の手続台帳に申立人の氏名は見当たらない上、同社における申立人に係

る雇用保険の被保険者記録も確認できない。 

また、申立人が記憶する同僚から申立人の申立期間における厚生年金保険

料の控除をうかがわせる証言を得ることができない上、当該同僚の中にはＡ

社において厚生年金保険の被保険者記録が無い者も確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認

めることはできない。 



                      

  

奈良厚生年金 事案 1320 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 20年 10月から 21年６月まで 

私は、終戦のためにＡ工場を解雇になった１か月後ぐらいにＢ事業所

（現在は、Ｃ事業所）に勤務した。同事業所に勤務していながら、厚生年

金保険の加入記録が無いのは納得できないので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「終戦のためにＡ工場を解雇になった１か月後ぐらいにＢ事業

所で勤務を開始した。」と主張しているところ、申立人が記憶する同僚４人

うちの２人が当該事業所の後継事業所において厚生年金保険被保険者資格を

取得していることが確認できることから、勤務していた期間は特定できない

ものの、申立人がＢ事業所で勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ｃ事業所は、「申立期間の資料は残存していないため、申

立人の申立期間における勤務状況については不明である。」と回答しており、

申立人の勤務期間及び厚生年金保険の加入状況について確認できない。 

また、申立人が記憶する同僚４人は、死亡又は高齢のため当時の状況につ

いて証言を得ることができなかった。 

さらに、Ｂ事業所に係る健康保険労働者年金保険被保険者名簿によると、

申立期間に被保険者資格を取得している者の中に申立人が記憶する４人の同

僚の氏名は確認できない上、申立人は、申立期間当時の従業員数を 10 人ぐら

いと供述しているところ、申立期間に被保険者資格を有している者は４人し

か確認できないことから、同事業所では必ずしも従業員全員を厚生年金保険

に加入させる取扱いではなかったものと考えられる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認

めることはできない。 



                      

  

奈良厚生年金 事案 1321 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 52年２月から 55年３月まで 

    私は、昭和 52年２月にＡ社に入社して研修社員を経て 55年１月より正

社員として勤務し、営業の仕事をしていた。途中関連会社であるＢ社に出

向していた。給料については主にＡ社から支払いを受け、Ｂ社からも支払

いを受けていたように記憶している。記録が無いことに納得がいかないの

で、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持する辞令（昭和 54 年 11 月 12 日付けのＡ社からＢ社に出向を

命じたもの及び 55 年１月５日付けのＡ社の正社員を命じたもの）、55 年１

月５日付けのＡ社及びＢ社の表彰状並びに同社の名刺から、在籍期間は特定

できないものの、申立人がＡ社又はＢ社に勤務していたことは推認できる。 

   しかしながら、Ａ社及びＢ社に係る事業所別被保険者名簿において、申立

人が所持する辞令の発令日において厚生年金保険の被保険者資格を取得して

いる者の雇用保険の記録は、大部分の者について確認でき、厚生年金保険の

記録と一致するが、申立人に係る雇用保険の被保険者記録はＡ社及びＢ社の

いずれにおいても確認できない。 

また、申立人が記憶する当時の上司は病気のため申立人の勤務状況につい

て証言を得ることができない上、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿に記載さ

れている同僚から申立人を記憶している旨の証言は得られたが、申立人の勤

務期間及び保険料控除について具体的な証言を得ることができなかった。 

さらに、Ａ社及びＢ社は既に解散しており、人事記録等を確認することが

できない上、元事業主は連絡先が不明又は死亡しているため、当時の事情を

聴取することができない。 



                      

  

加えて、Ａ社及びＢ社に係る事業所別被保険者名簿によると、申立期間に

厚生年金保険被保険者資格を取得している者の中に申立人の氏名は確認でき

ない上、健康保険の整理番号にも欠番が無く、申立人の記録が欠落したとは

考え難い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認

めることはできない。 



                      

  

奈良厚生年金 事案 1322 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 30年３月 20日から 31年１月まで 

 私は中学校を卒業後すぐに、姉二人が勤務していたＡ工場（現在は、Ｂ

工場）へ就職した。二人の姉は、同事業所に勤務していた期間の厚生年金

保険の加入記録があるのに私の加入記録が無いのは納得がいかないので調

査をしていただきたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する写真に写っている申立人の姉及び同僚の証言から、申立

人がＡ工場に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立人は、「実際の勤務状況については、Ａ工場において

入退社を繰り返していた。」と供述しており、申立人の勤務期間は短期間で

あったとする同僚の証言もあり、申立人の具体的な勤務期間を特定すること

ができない。 

 また、申立期間当時、Ａ工場において社会保険の事務に携わっていた同僚

は、「新卒採用者については、入社後すぐに厚生年金保険に加入させていた

とは思えない。」と証言している上、申立人が所持する写真に写っている同

僚の中には同事業所において厚生年金保険の被保険者記録が無い者も確認で

きる。 

 さらに、Ａ工場は、「人事記録等の資料が残っていないため当時の状況は

不明である。」と回答しており、申立人の厚生年金保険の加入状況について

確認できない。 

       加えて、Ａ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立

期間に厚生年金保険被保険者資格を取得している者の中に申立人の氏名は確

認できない上、健康保険の整理番号に欠番も無いことから、申立人の記録が



                      

  

欠落したとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

奈良厚生年金 事案 1323 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 31年３月 23日から 36年７月１日まで 

私は、結婚前にもＡ事業所に勤務していたが、年金事務所で確認すると、

その期間は脱退手当金が支給されていた。脱退手当金を請求した記憶も受

け取った記憶も無いので、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失

日から約３か月後の昭和 36 年 10 月５日に支給決定されているほか、その支

給額に計算上の誤りは無く、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人は昭和 36 年 12 月頃に国民年金の加入手続を行い、申立期間

と重複する同年４月以降の国民年金保険料を納付していることを踏まえると、

その時点で申立人は脱退手当金を受給したことにより申立期間を厚生年金保

険被保険者期間と認識していなかったものと考えられる。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 


